
 
個 別 注 記 表 

 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準および評価方法 

（１）有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券  

（ア） 市場価格のない株式等以外のもの…期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は 

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動 

平均法により算定）  

（イ） 市場価格のない株式等…移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品…個別法による原価法 

製 品…総平均法による原価法 

原材料…総平均法による原価法、ただし、計測材料は移動平均法による原価法 

仕掛品…総平均法による原価法、ただし、計器修理品は売価還元法 

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定) 

貯蔵品…先入先出法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法 

ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、２０１６年４月       

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。  

（２）無形固定資産 

定額法 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金  …  売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

（２）役員賞与引当金…役員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（３）退職給付引当金…従業員の退職給付に充てるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職

給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法

を適用しております。 

 

 

 

 

 



 

４．収益および費用の計上基準 

    商品または製品の販売に係る収益は、主に卸売または製造等による販売であり、顧客との販売契

約に基づいて商品または製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品または

製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品または製品に対する支配を獲得して充足されると

判断し、引渡時点で収益を認識しております。 

  当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。 

 

（会計方針の変更に関する注記） 

 会計方針の変更 

収益認識に関する会計基準等の適用 

当事業年度より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3月 31 日）

等を適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしました。 

なお、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を適用した場合の累積的影響はありませ 

ん。 

また、当事業年度の計算書類に与える影響は軽微であります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 ５，３６８，４２５千円 

  

２．関係会社に対する金銭債権・金銭債務 

短期金銭債権        ４６，６８７千円 

短期金銭債務         ９，０３２千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

１．関係会社との取引高 

   営業取引による取引高 

売上高           ９２，７１９千円 

仕入高           １８，７３５千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 １３７，０００株 

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 
２０２１年６月１6日 
定時株主総会 普通株式 

９３,５７１ 

千円 
    ６８３円 ２０２１年３月３１日 ２０２１年６月１７日 

３．基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   ２０２２年６月１５日開催の定時株主総会に、次のとおり付議する予定であります。  

株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

普通株式 利益剰余金 
１４７,２７５ 

千円 
１，０７５円 ２０２２年３月３１日 ２０２２年６月１６日 



 

（税効果会計に関する注記） 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産の発生の主な原因は退職給付引当金関係、賞与引当金繰入超過額等であり、 

回収可能性が認められないものには評価性引当額を控除している。 

繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額である。 

 

（収益認識に関する注記） 

収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）４．収益 

及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

  なお、約束された対価は履行義務の充足時点から概ね２ヶ月で支払いを受けております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額   ６３，４５４円１０銭 

２．１株当たり当期純利益   ２，１５０円４２銭 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

   該当する事項はありません。 

 

（当期純利益） 

   ２９４，６０７千円 

 


